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第１章    一般共通事項 
 

第１節  総則 
 

1.1.1 
標 準 仕 様 書 の 
適 用 範 囲 

 
本仕様書は，特記のある場合に，仙台市の機械設備工事に適用する。なお，本

仕様書に明記のない事項については，「国土交通省大臣官房官庁営繕部 監修 

公共建築工事標準仕様書(機械設備編)令和4年版（以下「標準仕様書」という）また

は，「国土交通省大臣官房官庁営繕部 監修 公共建築改修工事標準仕様書 (機
械設備編)令和4年版」（以下「改修標準仕様書」という）による。 

1.1.2 
火災保険等 (工事

請負契約書第5 7
条 )  

 
工事目的物及び工事材料等を、次の(ア)から(オ)のとおり火災保険，建設工事保険

その他の保険に付し、その証券又はこれに代わるものを発注者に提示する。付保の

内容を変更した場合も同様とする。 
(ア) 保険等の種類は火災保険、建設工事保険、組立保険のいずれかとする。 
(イ) 保険対象は工事出来高見込額相当部分（基礎、屋外工作物及び既設建物

を除く）、現場受入れ検査済みの工事材料及び引渡し済みの支給材料とする。 
(ウ) 被保険者は火災保険の場合は受注者とし、建設工事保険または組立保険

の場合は発注者、受注者及びその下請負人のすべてとする。 
(エ) 保険金額は請負代金額から付保の対象外部分の金額を控除した金額に，

支給材料等の金額を加算した金額以上の金額とする。 
(オ) 保険期間は、保険対象が存在しない期間を除き、工事着手日から工期の

末日の14日後の日までとする。ただし、引渡し日が特記されている場合は、工事着

手日から引渡し日までとする。 
1.1.3 

建 設 業 退 職 金  

共 済 制 度 の 
普 及 啓 発 

 
「仙台市発注工事における建設業退職金共済制度に関する指導事項」に基づ

き、建設業退職金共済制度の普及啓発を図る。 
https://www.city.sendai.jp/kojikanri/jigyosha/keyaku/gijutsu/yoko/manual.html 

電子申請方式を使用する場合、退職金ポイントの購入、充当実績、履行状況

の確認においては、前記によらず、令和3年3月30日 雇均勤発0330第1号 国
不建整 第186号『「建設業退職金共済制度における電子申請方式及び証紙貼

付方式の運用等」について』に基づき運用する。 
1.1.4 

技術者の配置及び

施工体制台帳等 

 
受注者は，建設業法の定める区分により，技術者の適正配置を行わなければなら

ない。また，同法第24条の7及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律第15条の定めにより，受注した工事の一部を下請で施工する場合，施工体制

台帳を作成し工事現場ごとに備え置くとともに，その写しを監督職員に提出しなけれ

ばならない。また，施工体系図を作成し工事関係者が見やすい場所及び公衆が見

やすい場所に掲げなければならない。 
1.1.5 

下請業者が社会保 

険等未加入でない 

こ と の 確 認 

 
受注者は，請負金額の総額にかかわらず下請契約を締結した場合，施工体制台

帳，再下請通知書（二次下請以降に出した場合）の写しを提出し，下請業者が社会

保険等未加入でないことの確認を受けなければならない。 

なお，下請業者が社会保険等未加入であることが判明した際は，建設業許可

担当部署へ通報する場合がある。 
1.1.6 

工事現場等におけ 

る 施 工 体 制 点 検 

 
受注者は，「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（適正化

法）」の施行に伴う，工事現場における適正な施工の確保のために，本市が行う

点検を受けなければならない。 
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１ 点検の対象とする工事は，請負金額が 4,000 万円以上（建築一式工事の場

合，8,000 万円以上）の工事とする。ただし，下記点検内容２-７），８）においては

下請契約を締結したすべての工事とする。 

２ 点検の内容は，次のとおりとする。 

  １）現場の常駐状況の点検（工事請負契約書第 10 条）【共通】 

  ２）施工体制の把握【共通】 

  ３）施工中の建設業許可を示す標識等の点検【共通】 

    ⅰ）建設業許可を示す標識（公衆の見易い位置に掲示） 

    ⅱ）建設業退職金共済制度に関する掲示 

    ⅲ）労災保険に関する掲示 

４）専任の監理技術者の確認【専任の点検】 

５）監理技術者資格証の確認【専任の点検】 

６）配置技術者と契約後の通知に基づく監理技術者又は主任技術者の同一 

性の点検【専任の点検】 

７）施工体制台帳の点検（下請契約書共）【台帳等の点検】 

８）施工体系図の点検（工事関係者及び公衆が見やすい位置に掲示） 

【台帳等の点検】 

４ 受注者は，監督職員から監理技術者資格証の提示を求められた場合は速や 

かに提示する。 

５ 当該契約物件が低入札物件に該当している場合については，点検の回数を 

通常の倍の頻度で行う。 
 

1.1.7 
調 査 及 び 試 験 

受注者は，発注者が自ら又は発注者が指定する第三者が行う調査及び試験に対

して，監督職員の指示により，これに協力しなければならない。 
1.1.8 
 事実績情報システム 

（CORINS）への登録 

 
請負代金額が 500 万円以上となる場合は、工事実績情報システムへの登録

を行う。 
1.1.9 

官公署その他への 

届出手続等の提示・ 

提 出 
 

 
受注者は，関係官公署その他の関係機関への必要な届出手続等を行うにあ

たっては，届出内容及び当該関係機関からの通知等について監督職員に報告

するとともに，監督職員から請求があった場合は，写しを提出しなければな

らない。 
 なお，「必要な届出手続等」には下記１），２）を含む。 
 １）労働基準監督署から受注者に対して，使用停止命令書，是正勧告書，

指導票等が発せられたとき 
２）上記のほか，受注者に対して法令による不利益処分又はこれに類する

ものがなされたとき 
 

1.1.10 
遠隔臨場の実施 

受注者が希望する場合は，「建設現場の遠隔臨場に関する要領」に基づき，

モバイル端末等による映像と音声の双方向通信を用いた監督職員の臨場（以

下，「遠隔臨場」という。）を適用することができる。なお，要領は，以下によ

るものとする。 

https://www.city.sendai.jp/kojikanri/kojikanri/jigyosha/keyaku/giju

tsu/enkaku.html 

受注者は，遠隔臨場の実施を希望する場合は，事前打ち合わせを行うものと

する。 

なお，遠隔臨場を実施しない場合においても，モバイル端末等の活用は，日

常的な打合せや，現場不一致，事故などの報告時等でも活用効果が期待される

ことから，受注者の創意工夫等，自発的に実施する行為を妨げるものではない。 

 
1.1.11 

 ウィークリースタン

スの取組み運用 

働き方改革を推進するため，「ウィークリースタンスの取組み運用」を適用

する。詳細は以下によるものとする。 

http://www.city.sendai.jp/kojikanri/jigyosha/keyaku/ keyaku/ 

gijutsu/yoko/weeklystance.html 
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1.1.12 
週休二日制普及

DAYへの協力 
 

 

「週休二日制普及促進DAY」に協力するものとする。 

https://www.city.sendai.jp/kojikanri/jigyosha/keyaku/gijutsu/yoko/s

okushinday.html 

 
 

第２節  工事関係図書 
1.2.1 
  工事書類最適化の

試行 

 
「工事書類最適化の試行について」に基づき、実施するものとする。 
https://www.city.sendai.jp/kojikanri/jigyosha/keyaku/gijutsu/kijunsho/kansoka.ht

ml 
1.2.2 

書面の書式 
 
書面を提出する場合の書式は、公共建築工事標準仕様書等の定めによらず、

「営繕工事請負契約・業務委託契約に関する提出書類」による。。 
1.2.3 

計    算    書 
 
施工図作成後，送風機，ポンプ等の静圧，揚程の計算書を作成し機器類の能

力の確認を行い，かつ騒音，振動についても計算書を作成する｡ 
 
 
第３節  工事現場管理 

 
1.3.1 

事 故 ，災害及び 
公 害 の 防 止 

 
工事の施工に伴う事故，災害の防止は，関係法令などに従い適切に措置する

とともに，特に下記の事項を守らなければならない。 
(1) 工事車輌の出入りと第三者の動線を区別し，第三者の安全を確保する。ま

た，あらかじめ監督職員に報告する。（学校施設等の場合は，特に児童生徒

の安全確保を検討し，必要な措置を講ずること。） 
(2) 工事現場における喫煙については，「仙台市受動喫煙防止対策ガイドライ

ン」による。 
(3) 学校施設では，現場従事者はネームプレート等をつける。 
(4) 事故が発生した場合は、「仙台市局区等事故調査委員会設置要綱」、「仙

台市局区等事故調査委員会運営要領」、「仙台市建設工事事故発生時に

おける事務処理要領」に基づき対応する。 
1.3.2 

過 積 載 の 防 止 
 

(1) 積載重量制限を超えて土砂等を積み込まず，また積み込ませない。 
(2) ダンプ規制法に規定する表示番号等の不表示車，積載重量自重計の未設置

車，さし枠装着車，荷台の下げ底等の不正改造車等に土砂等を積み込まず，

また積み込ませないとともに，工事現場に出入りさせない。 
(3) 過積載車両，さし枠装着車，不表示車等から土砂等の引き渡しを受ける等，過

積載を助長することのないようにする。 
(4) 取引関係にあるダンプカー事業者が過積載を行い，又はさし枠装着車，不表

示車等を土砂運搬等に使用している場合は，早急に不正状態を解消する措置

を講ずる。 
(5) 建設発生土の処理及び骨材等の購入に当たって，下請負者及び骨材等の納

入業者の利益を不当に害することのないようにする。 
(6) 過積載を行っている骨材等納入業者から骨材等を購入しない。 
(7) 下請負契約の相手方又は，骨材等納入業者を選択する際は，交通事故に関す

る配慮に欠ける者又は業務に関しダンプトラック等によって悪質かつ重大な事

故を発生させた者を排除する。 
(8) ダンプ規制法の目的に鑑み，法第 12 条に規定する団体等の設立状況を踏ま

え，同団体等への加入者の使用を促進する。 
(9) 下請業者に対しても過積載防止の指導徹底を図る。 
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1.3.3 
埋蔵文化財の取扱い 

 
埋蔵文化財包蔵地に該当する場合は，施工にあたり，監督職員と協議のうえ

必要に応じて仙台市教育局文化財課の立会いを受けること。 
 
1.3.4 

工事の一時中止 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
(1) 工事請負契約書第20条の規定により工事の一時中止の通知を受けた場合は，

中止期間における工事現場の管理に関する計画（以下「基本計画書」という。）

を発注者に提出し，承諾を受ける。なお，基本計画書には，中止時点における

工事の出来形，職員の体制，労務者数，搬入材料及び建設機械器具等の確認

に関すること，中止に伴う工事現場の体制の縮小と再開に関すること及び工事

現場の維持・管理に関する基本的事項を明らかにする。 
(2) 工事の施工を一時中止する場合は，前項の規定により承諾を受けた基本計画

書に基づき，工事の続行に備え工事現場を保存する。 
 
 

1.3.5 
 発生材の処理等 

「仙台市発注工事における建設副産物適正処理推進要綱」に基づき、必要な手

続きを行うとともに、発生材の抑制、再利用及び再資源化並びに再生資源の積

極的活用に努める。 
 
 

第４節  機器・材料 
 

  
1.4.1 

機 器 及 び 材 料 
 
銘板を取付けるものの内，水中ポンプなど常時確認できない機器には，銘板を 2

枚作成し，機器及び動力盤の端子台部分にそれぞれ取付ける。 
1.4.2 

室内環境汚染対策 
 
接着剤，塗料の選定は，揮発性有機化合物等の含有量がより少ないものとし，ホ

ルムアルデヒドの放散量はＦ☆☆☆☆とする。(成分表，化学物質等安全データシ

ート等を提出すること)ただし，あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合は，この限り

でない。 
 
 

第５節  施工 
 

1.5.1 
施 工 

 
工事は，すべて設計図書に示す機能を満たすように施工し，設計図書に明記の

ない場合でも，当然必要な事項は誠実に施工する。 
1.5.2 

社 内 検 査 
 
工事完成に先立ち，社内検査を行い報告書を提出する。社内検査は，受注者

又はそれに代わる者（現場代理人を除く）が工事の全内容について行い，手直し

がある場合はその処理結果までを記入して提出する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６節  完成検査 

 



7 
 

1.6.1 
監 督 職 員 検 査 

 
完成検査の前に監督職員検査を行う。 
監督職員検査時までに，完成書類，完成図書，工事記録などを監督職員に提出

する。 
監督職員検査の受検の段取りは完成検査時と同じとする。 

 
1.6.2 

完 成 検 査 

 
完成検査は，書類検査及び現場検査とし，検査順序及び準備品は監督職員と打

合せ決定するものとし，必要な資機材・労務等を提供すること。 
(1) 書類検査時 ： 1.7.17の工事完成時の書類とする。ただし，監督職員の指示が

ある場合は，この限りでない。 
(2) 現場検査時 ：  施工図，承諾（製作）図 
軽微な手直し事項についてはその場で処理できるよう作業員を待機させておく。 
天井点検口や排水管掃除口は，検査前に開放しておき，検査順路を先行して脚

立や電灯を用意し，床下点検口やマンホールは，危険防止の為，その場で開閉を

行うが，ロック装置などははずしておく。現場代理人は，検査員と常に同行し，必要

に応じて検査員に対して説明や回答を行う。 
 
 

第７節  完成図等 
 

1.7.1 
完 成 図 

 
完成図は完成時における設備の内容を表し，下記に示す項目にまとめる。 

各図面には，受注者名，工事件名，図面名称，完成年月日を枠ともに記入する。な

お，監督職員の承諾がある場合は，設計原図等を修正し，受注者名・完成年月日を

書き込み，図名を「完成図」とした上で提出することができる。 
(1) 図面目次 
(2) 配置図 
(3) 各種系統図 
(4) 各階配管・ダクト平面図 
(5) 機器一覧表（品名，製造者名，型式，容量，性能等） 

 容量・性能の記載値 
性能曲線に関係する機器 

（ポンプ・ファン等） 必要能力値（注参照） 

上記以外の機器 
（空調機・タンク等） 

必要能力値（注参照） 
決定機種の値 

注）必要能力値は，設計値を施工状況に応じて補正した数値。 
(6) 機器配置図 
(7) 各部詳細図 

1.7.2 
電 子 化 完 成 図 

 
電子化完成図は，仙台市建築工事等電子納品要領（営繕工事請負契約・業務委

託契約に関する提出書類 参照）に従い電子化したものを併せて提出する。 
1.7.3 

完 成 図 書 製 本 
 
(1) 表紙に，工事件名，「完成図書」，着手年月日，完成年月日，受注者名を金文

字で記載する。発注者が当該工事について工事監理業務委託契約を締結して

いる場合は委託監理者も併せて記載する。この場合において，着手日と完成日

はそれぞれ着手届と完成届の記載の日付とする。（契約書記載の工期ではな

い。） 
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 (2) 背表紙には，工事件名，「完成図書」，受注

者名を金文字で明記する。 
(3) 1枚目に表紙と同じ表示をし，社判を捺印す

る。また2枚目には目次を設ける。 
(4) 黒表紙金文字製本とするが，請負金額が概

ね1,000万円以下の改修工事で監督職員が

認める場合は，ﾊﾟｲﾌﾟ式ﾌｧｲﾙ又はA4版折込

製本等で破損しにくい物での製本としてよ

い。 
(5) 工事場所が複数ある場合は，製本につい

て監督職員と協議すること。 
(6) 完成図書の内容については，国の標準仕

様書に記載があるもののほか，「機器完成

図」，「機器保証書」，「設備概要書」，「保全に関する資料（取扱説明書を含

む）」，「機材検査試験成績報告書」，「施工検査試験成績報告書」を綴じこむ

こととする。 
1.7.4 

工 事 の 記 録 等 
 
「営繕工事写真撮影要領」に基づき、工事写真の撮影及び整理を行う。工事写

真を紙媒体で提出する場合は、写真のサイズ及びアルバム作成方法等の詳細を

監督職員と協議する。 
1.7.5 

機 器 完 成 図 
 
機器完成図は工事完成時における設備機器の現状を示したもので，承諾（製作）

図をこれに代えることができる。ただし，監督職員より指示がある場合はこの限りでな

い。 
1.7.6 

設 備 概 要 書 
 
設備概要書は，建築設備全体(機器,配管，風道,自動制御等)のシステムの説明，

動作の説明とする。また，当該工事にて設置した主要機器の製造者，仕様，台数，

設置時期，更新時期，設置場所，整備方法，バッテリー交換時期等及び衛生器具

の和・洋・小・ひろびろトイレの便器数，便器洗浄方式（タンク・ＦＶ等）等を一覧表と

して作成する。詳細は監督職員との協議による。 
小規模工事等で監督職員の承諾を受けて上記の一部を省略できる。 
 (主要機器の例)  受水槽 高架水槽 緊急遮断弁 

ポンプ(圧力給水ユニット，揚水，消火，排水) 
給湯器 
パッケージエアコン 空調換気扇 ガス漏れ警報器 

1.7.7 
保守に必要な指導

案 内 書 

 
保守に必要な指導案内書は，定期的な点検，保守整備，清掃を必要とする機

器，桝類の一覧表及びその内容，専門業者と保守契約を結ぶ必要のある機器類の

一覧表，故障時の連絡先等を記載したものとする。 
1.7.8 

建 物 使 用 管 理  

注 意 書 

 
建物使用管理注意書は，日常的な建物使用上での説明及び注意（火気使用時

の換気扇の運転，冬期水抜き操作，凍結対策等）を明記したものとする。 
1.7.9 

各官公署届出書類

検査済証等の写し 

 
完成書類のうち，各官公署届出書類一覧表及び表紙の写し，各官公署検査済

証，成績表，合格証の写し及び監督職員が認めるものについては堅牢なビニル袋

で保護し，A4版製本内に収めて提出する。 
1.7.10 

消火器点検維持

票 ，設置平面 図 

 
消火器には製造者製の点検票を添付する。又消火器各１個につき消火器点検票

１枚を作成する。整理番号記入の上，各階毎に作成する。増改築の場合は，既設建

物の消火器を含めた配置図を作成し提出する。 
1.7.11 

保 守 工 具 
 
設備の保守点検に必要な工具は，新築の場合は下記の種類程度とし，監督職員

と協議の上，工具箱に入れて提出する。 
(1) ドライバーセット（＋）（－） 
(2) 組スパナ 

 
○○○○工事 

 
完 成 図 書 

 
 

着手 年 月 日 
完成 年 月 日 

 
 
設計監理 △△△ 
受注者  ◇◇◇ 



9 
 

(3) モンキースパナ 
(4) マンホール手かぎ  ２組 
(5) 掃除口開閉金具 
(6) 制気口調整金具 
(7) 水抜栓ボックスかぎ 
(8) 止水栓のかぎ 
(9) その他 

1.7.12 
予備品 

 
予備品として下記の種類と数量を提出する。 
(1) 制御盤のパイロットランプ，ヒューズは全体数の 10％相当分 
(2) その他消耗品類の 10％相当分 
(3) 機器類に標準付属の予備品 
(4) 標準仕様書及び特記事項で指示のある予備品 
なお，10％相当分が１個に満たない場合は1個とする。 

1.7.13 
鍵 

 
錠１ケ所につき鍵3個を提出する。鍵には1個ごとにアクリル彫り込みプレート又はプ

ラスチック名入れケースを取り付ける。ただし，大規模工事等で，他工事との関連

で，鍵の整理を考慮する必要のある場合は，監督職員の指示による。製作による制

御盤等の鍵の仕様については「仙台市営繕工事標準仕様書(電気設備工事編)」に
準ずる。なお，製造者付属盤については製造者標準とする。 

1.7.14 
完成書類，  

 
完成書類は，フタ付きの透明プラスチックケース（容量50L程度で折り畳み及び積み

重ね可能なもの）に収めて提出する。 
「社内検査報告書」，「消火器点検票・設置平面図」を作成し，それぞれフラットフ

ァイルに綴じて収めること。 
1.7.15 
取扱い説明 

 
完成検査完了後，機器取扱い説明書，設備概要書，保守に必要な指導案内書及

び建物使用管理注意事項に基づき，現場代理人が施設管理者に取扱い説明を行

う。 
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第２章    共通工事 
 

第１節  土工事 
 

2.1.1 
土 留 め 工 事 

 
(1) 埋設管，排水桝，槽類，その他設備工事のための掘削深度が 1,500mm以上の

場合は，原則として，鋼矢板，軽量鋼矢板，木矢板により土留めを行う。尚，土

留めの方法及び施工範囲は，作業主任者の選任を含め施工計画書にて監督

職員の承諾を受ける。 
(注) 特記のある場合及び浄化槽建設工事の場合は別途指定の方式による。

また，掘削深度が3,500mm以上の場合は,土圧,施工方法等を検討し,監
督職員の承諾を受けたうえで施工する。 

 

矢板種別 床掘り深 
（ｍ） 

腹起こし材 
（cm） 

支保工 
段  数 

切りばり材 
末口（cm） 

木矢板 
軽量鋼矢板 2.0 未満 15 1 12 

幅 ＝
250mm 

2.0 以上 
3.5 未満 

15 2 12 

 
(2) 土留め支保工に関する規定は，建築基準法関係及び労働安全衛生規則（第

368条～第375条）による。 
 
 

第２節  地業工事 
 

2.2.1 
砕 石 地 業 

 
砕石地業に使用する砕石は，原則として再生クラッシャーラン（粒度0mm～

40mm）を使用する。 
 
 

第３節  コンクリート工事 
 

2.3.1 
現 場 練 り 
コ ン ク リ ー ト 

 
現場練りのコンクリートは，監督職員の承諾を受けて，コンクリートの配合報告書

及び試験を省略することができる。 
配合は,セメント，砂及び砂利の容積比 1：2.5：3.5 のコンクリートとする。練り混ぜ

は，前記のセメント 1と砂 2.5 の容積比で調合したものを，から練り 3回以上で行い，

さらに砂利 3.5 と水を加え水練り 3 回以上行なう。 
型枠に流し込んだ後は，シート等で覆い養生に留意する。 

2.3.2 
レ デ ィ ー ミ ク ス ト 
コ ン ク リ ー ト 

 
レディーミクストコンクリートを用いる場合には,JISマーク表示認証工場（改正工

業標準化法（平成16年6月9日公布）に基づき国に登録された民間の第三者機関

（登録認証機関）により認証を受けた工場）で，かつ，全国生コンクリート品質管理

監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に合格した工場から選定し，JIS 
A5308（レディーミクストコンクリート）に適合するものを用いる。 
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第４節  舗装工事 

 
2.4.1 

一 般 事 項 
 
原則として，路盤材料は再生砕石(粒度0mm～40mm)及び舗装材料は再生アス

ファルトを使用する。 
なお，再生資材を道路舗装に使用する場合は，道路管理者の定める品質基準を

確認の上，使用する。 
 

 
 

第５節  スリーブ工事 
 

2.5.1 
一 般 事 項 

 
(1) 梁貫通スリーブ管は，原則として,鉄筋より30mm離して固定する。 
(2) スリーブ管の径は，原則として梁せいの1/3以下とし，スリーブが円管でない場

合はこれの外接円とする。 
(3) スリーブ管の中心位置の限度は，原則として柱及び直交する梁(小梁）の面から

1.2D（Dは梁せい）以上離す。 
(4) スリーブ管が並列する場合は，その中心間隔は管の径の平均値の3倍以上とす

る。 
(5) 既設のコンクリート床,壁に貫通孔を新たに設ける場合は，ダイヤモンドカッター

を使用する。 
(6) スリーブ管の上・下方向の位置は，原則として下記図による。 
(7) 内壁の場合であっても，水密を要する場合は，つば付き鋼管とする。止水材付

の塩化ビニル製スリーブ材を使用する場合は，監督職員と協議する。 
 

 
 
500≦D＜700    d≧175 

D                     700≦D＜900    d≧200 
900≦D         d≧250 

 
                  d 
 

 
 

第６節  配管工事 
 

2.6.1 
一 般 事 項 

 
(1) 原則として，用途別，施工箇所別の使用可能配管の管種は｢表－1－(1)，表－1

－(2)｣の通りとし，複数の管種が使用可能の場合，特記がなければ枠内上段に

記載された配管を使用する。 
(2) 特記がなければ, ｢表－1－(1)，表－1－(2)｣に対応する各種設備の管(直管及

び継手）及び弁類(仕切弁,逆止弁,防振継手,可とう継手,伸縮継手)に対する保

温，塗装，防食は「表－2－(1)，表－2－(2)」の通りとする。 
 

2.6.2 
配管の吊及び支持 

 
ピット内及び屋内土間配管の支持金物及びボルト類は，原則としてステンレス鋼

製（SUS304）とする。 
2.6.3 

土 間 配 管 施 工 
 
コンクリートスラブ下の土間配管は陥没防止のため，吊り金具に取り付け，鉄筋に

結束し，砂等で保護し埋戻す。吊り金具の取り付けピッチは「横走り管の吊り」に準

ずる。 
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第７節  塗装及び防食工事 

 
2.7.1 

一 般 事 項 
 
原則として「表－2－(1)，表－2－(2)」により選択する。 

2.7.2 
塗 装 

 
錆止めペイント2回塗りを施す面で，工場にて製作される機材は，工場にて1回目

塗り，現場にて2回目塗りを行う。 
塗料のホルムアルデヒド放散量は，特記がなければF☆☆☆☆とする。 

2.7.3 
防 食 

 
(1) 土中に埋設される排水用鋼管は，汚れ及び付着物などの除去を行い，プラスチ

ックテープ1/2重ね１回巻きを行う。（防食－1） 
(2) 土中に埋設される合成樹脂などで被覆された鋼管類（SGP-PD，VD，PS，VSな

ど）及び合成樹脂被覆継手は，樹脂被覆のチャック傷部を保護するため，継手

を中心にして30cm程度の範囲にプラスチックテープ1/2重ね2回巻きを行う。（防

食－2） 
又，上記鋼管類で，被覆されていない継手を使用する場合は，防食プライマーを塗

布のうえ防食シートで包み，防食テープ1/2重ね1回巻き。さらに,プラスチックテープ

1/2重ね１回巻きを行う。(防食－3）（SUS316を除く） 
(3) コンクリートに埋め込み，保温を施さない鋼管，鉛管，銅管は，プラスチックテー

プ1/2重ね1回巻きを行う。（防食－1）（SUS316を除く） 
 
 

第８節  保温工事 
 

2.8.1 
一 般 事 項 

 
(1) 原則として「表－2－(1)」「表－2－(2)」により選択する。 
(2) 配管を木壁内，間仕切内，コンクリート壁内及びコンクリート床内に埋め込み，

規定の保温厚がとれない場合は，監督職員の承諾を受けて保温チューブとビ

ニールテープにより保温してもよい。また，短い区間のコンクリート床埋め込み

部分（貫通など）は保温せず，プラスチックテープ1/2重ね１回巻きとしてもよい。

ただし，給湯管についての巻き厚は，最小10mmとし，可能なかぎり増厚する。 
2.8.2 

給排水・衛生消火

設 備 の 保 温 

 
(1) 各種槽類のドレン管は弁まで保温を行う。 
(2) プール給水管，冷却塔補給水管など，冬期に使用せず，水抜きが可能で，夏

期の結露に対しても支障の出ない配管,弁類は,保温を行わない。 
(3) ガス湯沸器廻りのフレキ給湯管は保温を行う。 

2.8.3 
凍結防止用電熱線 

 
配管に用いる凍結防止用電熱線は，通電表示，動作表示が出るものを使用し，

表示部分がコンセントに近く確認しやすい位置にくるようにする。また電熱線巻きの

表示を保温外装に文字書き(「凍結防止ヒーター入」)する。 
 
 

第９節  識別，表示工事 
 

2.9.1 
一 般 事 項 

 
(1) 機器類及び露出の配管・ダクトなどには，系統名，流体名，流れ方向矢印，容

量などを記入する。記入位置は監督職員の指示により，機器・製缶類の接続部

付近，隔壁の前後，分岐及び合流点付近で，操作上便利でかつ，見えやすい

位置とする。表示法はペンキ文字書き又は既製品のシール（材質，仕様は監督

職員の承諾を得ること）とする。 
(2) パイプシャフト内の配管，ダクトなどは，各階ごとに表示する。大規模工事にお

いて，パイプシャフトや配管系統の多い場合には，配管，ダクト類などに流体

名，流れ方向矢印を記入し，系統名や弁類の操作表示はパイプシャフト内の図
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面（Ａ４版以下）を作成して書き込み，プラスチックケースに入れて，入口付近に

掲示してもよい。 
2.9.2 

弁類の操作表示 
 
(1) 弁類には,原則として「常時開」，「常時閉」，「調整開」などと表示したプレートを

適宜取付ける。 
(2) 天井内の弁の系統表示，操作説明は，天井点検口裏面に説明用略図を書き込

むか貼付とする。 
(3) 水抜き装置，夏冬系統切替など，操作方法が複雑な場合には，操作説明用略

図（A3版以下）を作成し，プラスチックケースに入れて操作部分に掲示する。 
(4) 学校特別教室準備室の給水弁,ガス弁には,「室名,流体名,使用時開,常時閉」の

プレートを取付ける 
 

2.9.3 
配 管 識 別 

 
機械室,屋外受水槽,水槽室,パイプシャフト内,天井内,ピット内,屋上,倉庫,書庫など

の露出配管及び保温上には,下記に示す系統ごとに色分けの識別を行う。一般居

室，廊下，屋外などの配管及び保温上に塗装を行う場合は，色分けの識別は行わ

ないが，塗装色は，監督職員と協議により決定する。 
(1) 各系統の色は，原則として次の通りとする。 

(括弧内は，ＪＩＳマンセル記号) 

給水管 ------------------- 青(2.5PB 5/8) 
 揚水管 -------------------- 水色(5B 6/8) 
 雑排水管 ------------ 暗い赤(7.5R 3/6) 
 汚水管 --------------- 暗い赤(7.5R 3/6) 
 通気管 ------------------- 茶(7.5YR 3/6) 
 ガス管 ---------------------------------- 銀 
 給湯管 -------------- 黄赤(2.5YR 6/14) 
 消火管 ------------------- 赤(7.5R 4/15) 

  油管 --------------------- 黄(2.5Y 8/14) 
  冷温水管 --------------- 緑(2.5G 6/10) 
  冷却水管 -------- 黄緑(10YG 6.5/11) 
  温水管 --------------- 黄赤(2.5Y 8/14) 
  冷媒管 ------------- 赤紫(2.5RP 4/12) 
  ガス系消火管 --------- 赤に白帯１本 
  連結散水管 ------------ 赤に白帯２本 
  ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ管 ----------- 赤に白帯３本 

※ その他の系統については，監督職員と協議により決定する。 
(2) 色分けの表示方法は，次の通りとする。 

(ア) ステンレス鋼板上では視認しやすい箇所に１ヶ所，帯状に 10～15cm幅程

度で指定色に塗装又は指定色のビニールテープ巻きとする。 
(イ) アルミガラスクロス及び錆止めペイント塗装上では，視認しやすい箇所に

１ヶ所，帯状に 10～15cm 幅程度で指定色に塗装又は，指定色のビニー

ルテープ巻き又は指定色の着色鋼板巻きとする。 
(ウ) 合成樹脂調合ペイント塗装を行う配管では，上塗り塗装を指定色とする。 

(3) 天井内の配管類の色分け識別は,天井点検口がある箇所に限り,点検口周囲の

視認できる配管にのみ行う。 
(4) ピット内の配管類の色分け識別は，点検口周囲の配管に，１系統につき１ヵ所ず

つ行う。 
(5) 共同溝内の配管類の色分け識別の間隔は,監督職員と協議により決定する。 
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第１０節  耐震施工 

 
2.10.1 

一 般 事 項 
 
設備機器の固定は，「建築設備耐震設計・施工指針 －2014 年版－（発行 (一

財)日本建築センター）」及び「官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説 －
平成８年版－（発行 (一社)公共建築協会）」による。なお設計地震力は，次に示す

設計用標準水平震度に機器の重量を乗じたものとする。また設計用鉛直地震力は

設計用水平地震力の 1/2 とする。 
 
[建築設備機器（水槽類を除く）の設計用標準水平震度(Ks)] 

設置場所 
耐震安全性の分類 

特定の施設 一般の施設 
重要機器 一般機器 重要機器 一般機器 

上層階， 
屋上及び塔屋 

2.0 
(2.0) 

1.5 
(2.0) 

1.5 
(2.0) 

1.0 
(1.5) 

中間階 1.5 
(1.5) 

1.0 
(1.5) 

1.0 
(1.5) 

0.6 
(1.0) 

1 階及び地下階 1.0 
(1.0) 

0.6 
(1.0) 

0.6 
(1.0) 

0.4 
(0.6) 

 
[水槽類の設計用標準水平震度(Ks)] 

設置場所 
耐震安全性の分類 

特定の施設 一般の施設 
重要水槽 一般水槽 重要水槽 一般水槽 

上層階， 
屋上及び塔屋 

2.0 1.5 1.5 1.0 

中間階 1.5 1.0 1.0 0.6 
1 階及び地下階 1.5 1.0 1.0 0.6 

 
(  )内の数値は，防振支持の機器の場合を示す｡ 
注1 特定の施設，一般の施設は，特記による｡ 
注2 上層階，中層階とは標準仕様書第３編表３．２．１の注意書きによる。 

(1) 地域係数は，1.0とする。 
(2) 重量が100kg未満の比較的軽量な機器については，原則として機器製造者の

指定方法で確実に取り付ける。 
(3) 重要機器・水槽類は，次による。 

ア 100kg 以上のボイラー・火気使用機器（厨房機器等） 
イ 消火ポンプ類 
ウ 100USRT 以上の冷凍機（冷温水発生器等）・冷却塔 

（100USRT≒351.6kW） 
エ 受水槽・高架水槽・オイルタンク等 

2.10.2 
機 器 類 の 据 付 

 
(1) 耐震設計，施工は，100kg以上の重量機器の据付け，取付けに適用し，設計用

水平震度，鉛直震度により，アンカーボルト，ストッパー，架台，基礎等の検討，

選定を行う。 
(2) 新築や機器増設等で機械基礎を設置する場合，機器取付のアンカーボルト

は埋込アンカーまたは箱抜アンカーを標準とする。軽量機器の場合は監督

職員との打合せによる。 
(3) 改修時の機器の吊り込み及び固定に用いるあと施工アンカーは下記を原則

とし，これによらない場合は監督職員との打合せによる。ただし，天井吊り込

み用アンカーには接着系アンカーを使用してはならない。 
金属拡張系アンカー：おねじ形（スリーブ打込み式またはウェッジ式） 
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接着系アンカー   ：有機系接着剤 
(4) 機器の天井吊形，カセット形，天井隠ぺい形の設置を吊りボルトで行う場合で，

ボルトの鉛直吊り長さが25cmを超える場合は，原則として振れ止めを施す。 
(5) 特記により設備機器類据付用あと施工アンカーの施工後確認試験を行う場合

は，非破壊引張試験により行い，検査荷重は原則として許容引張荷重と同等の

荷重とする。 
 
 

2.10.3 
配 管 ・ ダ ク ト 類 の 
吊 り 及 び 支 持 

 
(1) 耐震設計・施工のための計算，部材の選定，施工方法は，標準図によるほか，

「建築設備耐震設計・施工指針 －2014年版－（発行 (一財)日本建築センタ

ー）」による。 
(2) 改修時の配管・ダクト類の吊り及び振れ止め支持に用いるあと施工アンカー

は監督職員との打合せによる。 
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第１１節  施工検査，試験 
 

2.11.1 
施工検査及びそれ

に 伴 う 試 験 

 
施工検査及びそれに伴う試験は標準仕様書に定めるほか，下記による。 

(1) 試験は下記の配管について，原則として各要領により行う。 
特殊設備については，監督職員と打合せのうえ試験要領を決定する｡ 

配 管 種 別 試 験 要 領 
給  水  配  管  設  備 
給  湯        〃 
 

水圧試験 
   水    圧      1MPa 
   保持時間     60 分以上 
ただし，給水配管設備については，既存管

を含む圧力試験箇所は，仙台市水道局が定

めた圧力及び保持時間を採用してもよい。 
冷 温 水 配 管 設 備 
冷 却 水     〃 

水圧試験  最高使用圧力の１．５倍 
   最   小    0.75MPa 
   保持時間     30 分以上 

循 環 配 管 水圧試験  最高使用圧力の１．５倍 
   最   小    0.5MPa 
   保持時間     60 分以上 

消 火 栓 配 管 設 備 
 スプリンクラー配管設備 
 連 結 送 水 配 管 設 備 

水圧試験 
   水    圧    1.75MPa 
   保持時間     60 分以上 

屋 内 排 水 配 管 設 備 満水試験及び通水試験 
   満    水 
   保持時間     30 分以上 

屋 外 排 水 配 管 設 備 通水試験 
空調用ドレン管 通水試験 
油 配 管 設 備 
 （増 設 ，改 修 は除 く ） 

空気圧試験    最高使用圧力の 1.5 倍 
   最    小     0.2MPa 
   保持時間     30 分以上 

蒸 気 管 設 備 水圧試験 
   水    圧    最高使用圧力の 2.0 倍 

最    小     0.2MPa 
   保持時間     30 分以上 

冷 媒 配 管 設 備 気密試験 
空気又は不燃性ガス    

   製造者の設計圧力以上の圧力(資料添付) 
   
  外部に発泡液を塗布して漏れのないこと。

その後 24 時間放置し漏れのないこと。 
ガ ス 配 管 設 備 都市ガス配管 

   仙台市ガス局装置工事仕様書，供給管・

内管実務指針による 
液化石油ガス配管  気密試験 
   最高使用圧の１.１倍 
   高圧側   1.8ＭPa 以上 
   低圧側   8.4kPa 以上 10kPa 以下 
   保持時間    高圧側  60 分以上 

低 圧 側    25 分以上 
 
(2) 試験が完了したときには,その試験成績を報告書及び記録簿として速やかに監

督職員に提出する。（施工検査試験成績報告書） 
(3) 試験の記録となるもの（自記記録計の用紙，試験時の写真,ゲージの圧力を確
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認できる写真等）は,報告書に添付又は工事写真帳に整理する。 
 

(4) 試験の時期は，監督職員と協議のうえ予定表を提出する。 
(5) 改修工事において，既存管を含む圧力試験箇所については，破損する恐れを

考慮し，監督職員と協議のうえ試験圧力等を変更することができる。 
2.11.2 

総 合 運 転 試 験 
 
(1) 総合運転試験は,機器及び材料の総合性能試験として,完成検査前に，原則とし

て下記の項目について行う。適用は,特記による。特殊設備については，監督職

員と協議のうえ，試験項目を加える。簡易な工事，設備については，監督職員と

協議のうえ，試験を省略することができる。 

(2) 総合運転試験は，監督官庁の検査合格にて代えることができるが，検査時の資

料を監督職員に報告する。 
(3) 総合運転試験が完了したときには，その試験成績及びデータを報告書として速

やかに監督職員に提出する。記録簿の様式は自由とする。 

項              目 試 験 要 領 

水質検査（飲料水，プー

ル水，浄化槽処理水） 原則として検査証明機関に依頼して検査する。 

風 量 測 定 吹出口，吸込口，ダクト測定口にて測定 

温 湿 度 測 定 室内温湿度測定（完成後１年以内の負荷ピーク

時に再測定，データ提出） 
騒 音 測 定 室内及び敷地境界線上にて測定 
消 火 設 備 動 作 
排 煙 設 備 動 作 動作試験（水圧，水量など） 

警 報 設 備 動 作 異常発報試験（水位，トリップなど） 
絶縁，接地抵抗測定 動力盤の二次側端子で測定 

 
 

第１２節  その他 
 

2.12.1 
排 出ガス対策型 

建 設 機 械 
 

 

 
工事において下記の建設機械を使用する場合は，「特定特殊自動車排出ガスの規

制に関する法律(平成 17 年法律第 51 号)」に基づく技術基準に適合する機械，また

は，「排出ガス対策型建設機械指定要領(平成 3 年 10 月 8 日付建設省経機発第 249
号，最終改正平成 14 年 4 月 1 日付国総施第 225 号)」もしくは「第３次排出ガス対策

型建設機械指定要領（平成 18 年 3 月 17 日付け国総施第 215 号）」に基づき指定さ

れた排出ガス対策型建設機械を使用する。 
排出ガス対策型建設機械を使用する場合，現場代理人は施工現場において使用

する建設機械の写真撮影を行い，監督職員に提出する。 
 

機  種 備   考 
バ ッ ク ホ ー 
トラクタショベル(車輪式 ) 

ブ ル ド ー ザ ー 
発 動 発 電 機 
空 気 圧 縮 機 
ロ ー ラ 
ホ イ ー ル ク レ ー ン 

 
 
ディーゼルエンジン (エンジン出力

7.5kW 以上 260kW 以下)を搭載した建

設機械に限る。 

 

2.12.2 
公 道 の 施 工 

  
公道上の作業を行う前に，あらかじめ道路使用許可証の写しを監督員に提出す

る。施工時は，関係官公署の許可書を携帯する。 



18 
 

 

第３章    空気調和設備工事 
 

 
第１節  機器設備 

 
3.1.1 

厨 房 排 気 フ ァ ン 
 
厨房排気ファンは羽根車点検口及び油抜きを設ける。 

3.1.2 
煙 道 

 
煙道の直線の点検容易な場所に,煤煙測定用検査口(100φキャップ付）を１ヶ所

設ける。 
3.1.3 

換気注意書貼付 
 
ガスコンロ，瞬間湯沸器等の設置個所には，「火気使用時の換気扇運転」等注意

書きを見易い場所に貼付する。 
 
 

第２節  ダクト設備 
 

3.2.1 
ダ ク ト の 製 作 

 
厨房設備の排気ダクトの板厚については「仙台市火災予防条例」による。 

3.2.2 
排 気 フ ー ド 

 
排気フ－ドの寸法は外寸法とする。 

3.2.3 
チ ャ ン バ ー 

 
点検口の大きさは W450×H600 以上を原則とする。 
外壁に面するガラリに直接取付けるチャンバーには内部防錆塗装を施し，排水管

を取付け，屋外又は間接排水口に導く。 
 
 

第３節  配管設備 
 

3.3.1 
一 般 事 項 

 
(1) 空調用配管設備は下記の項目によるほか，「本書第4章給排水衛生設備工事」

の当該工事に準じる。 
(2) 振動の伝播を防ぐ必要のある配管は，防振吊り金物又は防振支持金物を設け

るものする。 
3.3.2 

冷媒配管の施工 
 
化粧ケースを用いる場合の支持間隔は2ｍ以内とする。 

3.3.3 
振 動 す る 
機 器 へ の 接 続 

 
振動する機器に接続する箇所の配管には，2種金属製可とう電線管を使用す

る。 
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第４章    給排水衛生設備工事 
 
第１節  衛生器具設備 

 
4.1.1 

衛生器具取付け 

要 領 

 
衛生器具取付け要領は，国土交通省標準図及び「仙台市ひとにやさしいまち

づくり条例施設整備マニュアル」によるほか下記による。 
 

器    具    名    称 利  用  者 取付け高さ 
（mm） 備           考 

小  便  器（壁掛け） 低リップ 350 ふみ台又は床面より前縁上端まで 

洗  面  器 
小学校 620 

同           上 
中学校，一般 720 
ひろびろトイレ 750 程度 床面より前縁上端まで 

手  洗  器 
小学校 660 

ふみ台又は床面より前縁上端まで 
中学校，一般 760 
ひろびろトイレ 700 程度 床面より前縁上端まで 

水  栓（足洗場） 
保育所 400 

洗い場床面より吐水口まで 小学校 450 
中学校，一般 550 

化  粧  棚 
小学校 850 

床面より棚まで 
中学校，一般 

 
1050 

化  粧  鏡 
小学校 1000 

床面より鏡下端まで 
中学校，一般 1200 
ひろびろトイレ 800 程度 床面より鏡下端まで 

注  ： 上記取付け高さは標準寸法であり，特殊な場合は監督職員と打合せによる。 
： ±30mm 以内の変更により，タイル目地にあわせてもよい。ただし，小便器は-30mm 以内とする。 

 
 

4.1.2 
和 風 大 便 器 の 
据 付 け 

 
最下階の床以外でかつ，防火区画の床以外の床に据付ける和風大便器は下部

全面防露被覆されたものを使用する。 
4.1.3 

器具周囲のシール 
 
衛生器具の取付け壁面，床面と陶器の縁が接する部分は原則としてシールしな

い。ただし，床の水勾配や歪みにより器具との間に隙間が生じた場合はシーリング

材でシールする。 
4.1.4 

電 源 種 別 
 
温水洗浄便座等のリモコンは，AC100V又は発電式によるものとする。 

 
 
第２節  給水設備 

 
4.2.1 

直 結 給 水 装 置 
 
給水設備のうち，直結給水装置については，仙台市給水条例及び，給水装置工

事に関する細目並びに運用に基づき施工する。 
4.2.2 

機 器 の 仕 様 
 
仙台市水道局に定めのある事項はその定めによる。 

4.2.3 
水 抜 栓 

 
 
 

 
導管設備に使用する水抜栓は直結給水装置の水抜栓と同様の浸透装置を設け

る。その構造は「本書第６章標準図6.3」による。地下型水抜栓の蓋は蝶番式（直結

給水部分は仙台市水道局仕様）とする。 
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4.2.4 
地中埋設弁筺蓋 

 
地中に埋設される弁で，弁用の桝を設けず，蓋（B1）のみを取付ける場合は， 

地下型水抜栓の蓋に準じて施工する。 
4.2.5 

給 水 管 の 埋 設 
 
給水管は埋戻しの際，管の下端より 100mm，上端より 100mm の範囲は砂地業と

し，管表面を保護する。 
給水管と排水管が平行して埋設される場合には，原則として両配管の水平実間隔を

300mm 以上とし，かつ，給水管は排水管のできるだけ上方に埋設する。 
4.2.6 

給水管の埋設深度

（ 宅 地 内 ） 

 
給水管の埋設深度は，車両通行不可能な部分（テラス,犬走り,植込み，狭あい部

等）では，土被り 450mm 以上，車両通行可能な部分（通路，駐車場，校庭等）では，

土被り 600mm 以上とする。 
4.2.7 

埋 設 管 の 表 示 
 
 
 

 
屋外に埋設する給水管には埋設表示テープ(ダブル折)を土被り 150mm 程度の

深さに敷き埋戻しを行う。舗装の場合は，路盤下に敷き埋戻しを行う。直結給水につ

いても同様とする。 

 
 

第３節  排水設備 
 

4.3.1 
汚水，雑排水，汚

物用水中モーター

ポ ン プ 

 
標準仕様書による他，下記による。 

(1) 水中ケーブルは，制御盤まで届く長さとする。原則としてケーブルの途中接続

は行わない。 
(2) 外面塗装は，SUS製以外は，製造者標準とする。 
(3) 着脱装置付きとし，引き上げ用鎖及びガイドパイプはステンレス製とする。 

4.3.2 
鋼 管 の 施 工 

 
D-VAの継手には管端防食可とう継手を使用すること。 

4.3.3 
排 水 管 の 埋 設 

 
排水管を埋設する場合は，管の下端より100mmの範囲を砂地業とし，上端より

100mmの範囲は良質土または山砂の類で入念に埋め戻す。なお防食を施した鋼管

を埋設する場合や車道内に埋設する場合は，管の上端より100mmの範囲も砂地業

とし管表面を保護する。 
4.3.4 

排 水 桝 蓋 
 
MHD，MHB，S－Ⅰ，S－Ⅱの鋳鉄蓋は文字入りとする。 
鎖は原則として取付けない。 
排水桝に使用する蓋は下記の製品を使用し，使い分けは特記による。  

(1) MHD／安全荷重5ｔ 
防臭型鋳鉄製マンホールカバー（ダクテツ），角座型受枠付 

(2) MHB／安全荷重0.5ｔ 
防臭型鋳鉄製マンホールカバー，角座型受枠付 

(3) MHH／安全荷重0.5ｔ 
防水モルタル充填用防臭型鋳鉄製ＦＣ目地角型マンホールカバー，角座型受

枠及び防臭用クッション付 
(4) MHI／安全荷重0.5t程度 

インターロッキング充填用防臭型鋳鉄製角型マンホールカバー 
ア □360----------------角座型受枠及び防臭用クッション付 
イ □450,600-----------角座型受枠，防臭用クッション及びローラー付 

(5) S－Ⅰ／総重量6ｔ，もしくはS－Ⅱ／総重量2ｔ防臭型鋳鉄製マンホールカバ

ー，丸座型受枠付萩マーク入り，建設局指定品（取付桝は，全て仙台市建設局

仕様とする。） 
4.3.5 

排 水 桝 の 施 工 
 
(1) 排水桝の施工は「本書第６章標準図 6.4」による。又，取付桝 600φ以下の施工

は，仙台市下水道設計標準図によるが，取付桝900φ以上の施工については，
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排水桝施工要領の側塊の接続部をブチルゴムにてシールする。 
(2) 排水桝の既成桝,斜壁,直壁の重ね部分は防水モルタル目地詰め 10mm 以上と

する。 
(3) インバート桝の上流側管底と下流側の管底の間は，原則として 20mm 程度の落

差を設け，滑らかに接続する。 
(4) 排水管貫通部は桝外側で管周囲を防水モルタルで巻き，抜け，脱落を防止す

る。 
(5) 人孔桝底塊は既成品又は現場打ち鉄筋コンクリート製とし,足掛け金具付きとす

る。 
(6) 人孔桝の高さ調整は，斜壁上の蓋まわりコンクリート 100mm を増して行う。 

内径 900mm 以上の桝には，足掛け金具を 300mm ピッチで取付ける。 
4.3.6 

小 口 径 桝 
 
プラスチック桝は，標準仕様書及び仙台市下水道排水設備設計指針による。 
 

4.3.7 
弁 類 

 
使用する弁類は特記のあるものを除き，原則としてＪＩＳ5K弁を使用する。 

 
第４節  消火設備 

 
4.4.1 

消火ポンプユニット 
 
ポンプ本体は標準仕様書によるほか，付属品の仕様は次の通りとする｡ 

(1) 制御盤（認定品）製造者の標準仕様に下記の項目を加える。 
・ 起 動 リ レ ー -------- スペース付 
・ 電 流 計 -------- 原則として赤指針付 
・ 呼 水 槽   ----- 各槽ごとに満減水警報表示及び外部警報用 
・ 消 火 用 充 水 槽       無電圧 A 接点付 
・ 消 火 水 槽 
・ 過 電 流  ------- 警報表示及び外部警報用無電圧Ａ接点付 
・ 警報ブザー停止  ------- 押ボタンとする。 
・ 警 報 リ セ ッ ト  ------- 押ボタンとし，パネルに取付ける。 
・ 進相コンデンサー  ------- 無し 

(2) 可撓継手   --------------------- ステンレスベローズ形可撓継手 
(3) 呼 水 槽   --------------------- 満減水警報用電極付 

4.4.2 
消 火 栓 箱 

 
(1) 屋内消火栓は 1号，2号とも火報併設総合形とする。（操作説明用のシール

を貼付する。） 
(2) 箱の蝶番とバルブ，扉引き手とノズルは同一方向におさめる。 
(3) 火報盤扉は平面埋込みハンドルキー（タキゲン A464‐2‐1 同等品以上）付

きとする。また，ノズルは 1 号消火栓のみ噴霧式とする。 
4.4.3 

消 火 器 
 

消火器は，A・B・C火災に適応する粉末消火器又は，強化液消火器とし，国

家検定合格品(検定合格証付き)とする。 
4.4.4 

消 火 管 の 埋 設 
 
4.2.5項に準ずる。 

4.4.5 
消火管の埋設深度

（ 宅 地 内 ） 

 
4.2.6項に準ずる。 

4.4.6 
  消火管の施工 

スプリンクラー設備の横引き配管において口径が40A以上の場合は振れ止めを

施す。 
  

第５節  計器類その他 
 

4.5.1 
電 極 棒 

 

吐水口に近い場合は，電極棒に塩化ビニル製の保護筒を設ける。 
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第５章    ガス設備工事 
 

第１節  ガス配管設備 
 

5.1.1 
一 般 事 項 

 
(1) 都市ガス設備及びプロパンガス(以下「LPG」と表記)設備の配管工事は

原則として仙台市ガス局の施工とし，本仕様書以外は装置工事仕様書

(仙台市ガス局)による｡ 
(2) 本工事にガス配管設備を含む場合は,仙台市ガス局又は LPG 業者が一部

下請業者として施工する。 
5.1.2 

配 管 の 仕 様 
 

都市ガス設備及びLPG設備は,全て仙台市ガス局仕様に準じる。 
5.1.3 

スリーブ，その他 
 
本工事にガス配管設備を含む場合，施工図作成及びスリーブ入れは受注者が，

仙台市ガス局又はLPG業者と協議の上，責任をもって行う。 
仙台市ガス局又はLPG業者が直接受注した場合は，施工図作成，スリーブ入れ

及び配管工事はそれぞれの受注者が責任をもって行う。 
5.1.4 

ガス管の埋設深度 
 
配管の埋設深さは，原則として次の表による。 

配  管 場  所 土被り 
建物敷地への引込み 
（供給管） すべて 0.6m以上 

敷地内 
ａ．車両が通るおそれのある場合 0.6m以上 

ｂ．ａ以外の場合 0.3m以上 
 

5.1.5 
埋設ガス管の表示 

 
屋外に埋設するガス管には，埋設表示テープ（標識シート）を埋設深さの 1/2 にて

たるみをもたせて敷き，埋め戻しを行う。引込管及び屋外埋設管の分岐及び曲り部

で，管路の推定が困難な場合には，標準図による地中埋設標を設置する。舗装面と

埋設標は上面を揃える。 
5.1.6 

配管の吊及び支持 
 
配管の吊り及び支持間隔は，原則として装置工事仕様書（仙台市ガス局）による。 

 
 

第２節  ガス機器設備 
 

5.2.1 
ガス器具の接続 

 
ガス栓と器具との間の接続は原則としてガス配管設備とする。 

5.2.2 
ガス漏れ警報器 

 
厨房他多湿箇所に設置するガス漏れ警報器は防滴カバー又は分離型とする。 
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0

400程度 800程度

○　センサー又は押ボタンと手すりが干渉しないように注意すること。
○　詳細な寸法は監督員と協議すること。

（
参

考
）

（
参

考
）
1
,
2
0
0

3
5
0
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・
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・
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・

・

・ ・

・

・ ・

モルタル充填

３００ の既製コンクリート桝
□

埋設表示テープ

１２５ＶＰ

(Ｂ１蓋１５０ＶＰ）

水抜栓カバー

浸透ます

砕石又は砂利

巾Ｗ折１５０

□
３００

１
５

０
１

０
０

管上端 １００ｍｍ

１００ｍｍ

砂埋め戻し

２
０

０

５００
□

（ロ）舗装面での設置では、蓋周囲のモルタ

１
５

０

５００
□

２
０

０

砂埋め戻し

１００ｍｍ

管上端 １００ｍｍ

山砂充填

１２５ＶＰ

浸透ます

水抜栓カバー

砕石又は砂利

埋設表示テープ 巾Ｗ折１５０

管下端

管下端

水抜栓施工要領

（１）地下型水抜栓

（２）Ｌ型水抜栓

６．３

　　　ル仕上げは、行わない。

（イ）水抜栓用ボックスは蝶番式回転ふたと

　　　する。但し直結給水の場合は局承認品

　　　を使用する。表面には「水抜栓」の文

　　　字入りとする。
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Ｈは流出管底を表す

250 250B

A

2
0

2
5
0

H

B

鉄筋コンクリート

コンクリート

コンクリート

B

A

B

2
0

2
5
0

250 250

1
5
0

H

C CB

B

A

鉄筋コンクリート

コンクリート

100 B

A

B

又は切り込み砕石

切り込み砂利

50

1
0
0

1
0
0

2
0

1
0
0

1
0
0

50

50

50

50

2
0

1
0
0

1
0
0

50 50

1
0
0

50 50

100 C

50 50

又は切り込み砕石

切り込み砂利

50

C

コンクリート

100

1
0
0

1
0
0

1
0
0

C

C C

C C

50

C 100

C C

50

50

50

Ｈは流出管底を表す

排水桝施工要領

(1)ため桝

    ・重耐荷重用蓋ＭＨＤ

(2)ため桝

    ・中耐荷重用蓋ＭＨＢ

    ・重耐荷重用蓋ＭＨＤ     ・中耐荷重用蓋ＭＨＢ

(3)インバート桝 (4)インバート桝

６．４

角桝

角桝

－6.3.1－



（５）充填用化粧桝ＭＨＨ.ＭＨＩ （７）トラップ桝

（６）アスファルト舗装内の重耐荷重用蓋ＭＨＤ

50 C B C 50

別　途

アスファルト舗装

別　途

歩道ブロック、インターロッキング等

大きさ 防臭蓋

ＭＨＤ

仕　様

ＭＨＤ

ＭＨＤ

３６０

４５０

６００

３６０

４５０

６００

Ａ Ｂ Ｃ Ｈ
下水基準

桝底まで

重 ９００

□

８５０

９５０

□

□

□

□□

□

□

ＭＨB

ＭＨB

ＭＨB

３６０

４５０

６００

３６０

４５０

６００

９００

□

６５０

７５０

□

□

□

□

□

□

□

□

１，５００

１，２００

１，２００

１，５００

３００～　 ６００

４５０～ 　９００

　６００～１,２００

３００～　 ６００

４５０～ 　９００

　６００～１,２００

５０

５０

６０

５０

５０

６０

□

１，１００

３５０φ

４５０φ

６００φ

３５０φ

４５０φ

６００φ 　　９２０

(Ｈは流出管底を表す)

耐

荷

重

用

用

荷

重

耐

中
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側塊（片斜壁）

下水道用マンホール

下水道用マンホール

側塊（直壁）

下水道用マンホール

底塊

切り込み砂利又は

切り込み砕石

Ｈは流出管底を表す

歩道ブロック、インターロッキング等
アスファルト舗装 別　途別　途

(10)充填用化粧蓋ＭＨＨ・ＭＨＩ (11)アスファルト舗装内の

     重耐荷重用蓋ＭＨＤ

(8)ため桝（人孔） (9)ため桝（人孔）

    ・中耐荷重用蓋ＭＨＢ    ・重耐荷重用蓋ＭＨＤ

8
0
0

6
0
0

3
0
0

6
0
0

H

900φ 50 900φ

2
0

ＧＬ

50 50 50

ＧＬ

1
0
0

1
0
0

250 250

1100φ

600250250 600

1100φ

1
5
0

1
5
0

8
0

150150 150 150

1
0
0

1
0
0
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側塊（片斜壁）

下水道用マンホール

下水道用マンホール

側塊（直壁）

下水道用マンホール

底塊

切り込み砂利又は

切り込み砕石

Ｈは流出管底を表す

歩道ブロック、インターロッキング等
アスファルト舗装 別　途別　途

(10)充填用化粧蓋ＭＨＨ・ＭＨＩ (11)アスファルト舗装内の

     重耐荷重用蓋ＭＨＤ

(8)ため桝（人孔） (9)ため桝（人孔）

    ・中耐荷重用蓋ＭＨＢ    ・重耐荷重用蓋ＭＨＤ

8
0
0

6
0
0

3
0
0

6
0
0

H

900φ 50 900φ

2
0

ＧＬ

50 50 50

ＧＬ

1
0
0

1
0
0

250 250

1100φ

600250250 600

1100φ

1
5
0

1
5
0

8
0

150150 150 150

1
0
0

1
0
0
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下水道用マンホール

側塊（片斜壁）

下水道用マンホール

下水道用マンホール

側塊（片斜壁）

底塊

切り込み砂利又は

切り込み砕石

Ｈは流出管底を表す

6
0
0

3
0
0

6
0
0

H

1100φ

600

2
0

ＧＬ ＧＬ

1100φ

600

150 5050 1,200φ

900φ

1
,
2
0
0

150 5050 150

900φ

1,200φ

250 250 250 250

1
0
0

1
0
0

150

2
0
0
8
0
1
5
0

(14)ため桝（人孔）

     ・重耐荷重用蓋ＭＨＤ

(15)ため桝（人孔）

     ・中耐荷重用蓋ＭＨＢ
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    ・中耐荷重用蓋ＭＨＢ

(16)浸透桝

コンクリート

防臭蓋

又は格子蓋

鉄筋コンクリート

切り込み砂利

又は切り込み砕石

Ｈは流出管底を表す

100 B

A

C 100C

B50 C C 50

2
0

H

5050 台座

流出

流入

2
0
0

1
0
0

1
0
0
1
0
0

50

1
5
050

1
0
0

小口径ドロップ桝

(17)外副管（車両通行部）

※　桝表は，Ｐ28参照のこと。

    ・防護蓋施工要領

防護蓋 内蓋

角桝
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    ・良質地盤の場合     ・軟弱地盤の場合

    ・車両通行部　(防護蓋施工）

(VU管) 埋
戻

し
範

囲
1
0
0

埋
戻

し
範

囲

山
砂

範
囲

50 50

内
蓋
の
高
さ

1
0
0

舗
装
表
層
厚

内蓋

台座

管
外

径

山
砂

範
囲

小口径桝

立上り管

管
外

径

砕
石

範
囲

1
0
0

舗
装
路

盤
厚

砕
石
の
範
囲

1
5
0

床面の一部を砕石などで置き換え，

支持力を増やしてから山砂を設ける。

1
0
0
以

上

50 50

塩ビ製蓋

防護蓋

(18)ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ桝
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泥
た
め

50

・防護蓋

台座

1
0
0
(
6
0
)

4
0

1
50

50

基礎砕石

立上り部

又は切り込み砕石
切り込み砂利

1
0
0

H
2

T

450，500

250

桝　径

100以下

管　径

呼び径

100以下

150以下

150以下

150以下

300

350

400

450，500

450，500

300

300

防護蓋はΦ300・Φ350に適用

・レジコン蓋，耐圧レジコン蓋

・鋳鉄蓋，鋳鉄格子蓋，耐圧鋳鉄格子蓋

1
0
0

水封型蓋

立上り部

切り込み砂利
又は切り込み砕石

ため桝底部

H
2

50

（１９）ポリプロピレン製ため桝

ため桝底部

桝径

桝径

Ｈ１

100～300

50～150

Ｈ２ Ｔ

150

150100～300

50～400

1
5
0
以
上

泥
た

め

1
5
0
以

上

H

H
１

H

H
1

桝の標準高さ

（H1+H2）

600

600

600,750,900

600,750,900

防護蓋
内蓋
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ｈ
１

H
=
流
出
側
管
底

h
0
＝
設
計

水
頭

w2

1
0
0

2
0
0

  200  Φ

Ｈ
２
=
流
入
管
底

1
5
0
以
上

泥
だ

め

ｗ1

ｈ
２

2
0
0

（２０）雨水流出抑制型浸透桝

・コンクリート製

Φ  200  

 
 
2
0
0
 
 

w
２

w２

密閉防臭蓋

透水シ－ト

流入

底版フィルター

敷砂

底版ブロック

流出

８４０

８４０

６００

６００

６００

４５０

４００

３３０

Φ ｗ１

雨水流出抑制型浸透桝

ｈ1 ｈ2

６７０

９７０

１，５９０

１，２９０

７０

７０

９０

９０

(コンクリート製)

ｗ2

８３０

９００

９５０

１，１２０

単粒度砕石４号

（20～40mm相当）
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台座

基礎砕石

透水シ－ト

（　　）内寸法は，Φ３５０の場合

流入

流出

（２１）雨水流出抑制型浸透桝

・ポリプロピレン製

（レジコン蓋，耐圧レジコン蓋）

（鋳鉄蓋，鋳鉄格子蓋，耐圧鋳鉄格子蓋）

Φ

w
３

  200  

 
 
2
0
0
 
 

４００

３５０

３００

２５０

Φ ｈ3

６００

６００雨水流出抑制型浸透桝

(ポリプロピレン製) ６００，７５０，９００

６７８

７３０

７８５

ｗ3

８４０６００，７５０，９００

水封型蓋

透水シ－ト

w３

Φ  200  

ｈ
3

w３

1
5
0
以
上

泥
だ
め

1
0
0

2
0
0

2
0
0

Ｈ
２
=
流
入
管

底

h
0
＝
設
計
水
頭

H
=
流
出
側
管
底

流入
流出

（防護蓋）

・ポリプロピレン製

  200  

w
３

Φ

 
 
2
0
0
 
 

w３

50

Φ

ｈ
3

w3

Ｈ
２
=
流
入
管

底

泥
だ
め

1
5
0
以
上

1
0
0

2
0
0

1
0
0(
60
)

4
0 1
5
0

  200  H
=
流
出
側
管
底

h
0
＝
設
計
水
頭

Φ３００，Φ３５０に適用可

ｗ3

７８５

７３０

６００，７５０，９００(ポリプロピレン製)

６００

ｈ3Φ

３００

３５０

雨水流出抑制型浸透桝

敷砂 敷砂
単粒度砕石４号

（20～40mm相当）

単粒度砕石４号
（20～40mm相当）

防護蓋
内蓋
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防虫網

（２２）浸透トレンチ

・
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・
・

・
・

・
・

・
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・
・
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・
・
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・
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・
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・
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・
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・

・
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・

・

・
・
・

・
・・・・・・・・・・・・・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

1
5
0

1
0
0

W4

透水シ－ト

砂

透水シ－ト

砂

1
5
0

h
0
=
設
計
水
頭

1
0
0

浸透トレンチ縦断面図

浸透トレンチ横断面図

Ｄ＝硬質塩化ビニル有孔管

h
0
=
設

計
水

頭

h
4

1
0
0

Ｄ＝硬質塩化ビニル有孔管

1
0
0

※　接続管には，スクリーン(防虫網５メッシュ程度)を取り付けること。

単粒度砕石４号
（20～40mm相当）

単粒度砕石４号
（20～40mm相当）
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になるよう斜材を設置すること。

－6.4.1－

６．４ 機器振れ止め要領

防振装置

45±15 度

25cm以下

締め具

防振装置

45±15 度

締め具

機器類

(2)全ネジボルト放射状の据付け方法(1)全ネジボルトX状の据付け方法

○ 斜材はＸ形または放射状に設置すること。
45±15 度

45±15 度

○ ボルトの鉛直吊り長さが25cm以下の場合は斜材不要とする。

○ ボルトの鉛直吊り長さが25cmを超える場合はＡ＋Ｂが25cm以下 

Ｂ

Ａ

Ａ＋Ｂ≦25cm

○「鉛直吊り長さ」とは床スラブ直下部と防振装置（防振吊り金具

　 又は防振ゴム）を含めた機器吊り部との合計長さをいう。

機器類



表－1 

「表－１－(１)」用途別，施工箇所別，配管仕様一覧表 
（    ）内は，特記ある場合に使用すること。また，上段管種を優先とする。 

 

 
給 水 給 湯 

消  火 
浄化槽ばっ気 
（注４) 

雑排水 
（注５) 

汚 水 
（注５） 

通 気 
（注５） 

汚 水 
圧 送 
排 水 

 屋外 埋設 ＰＰ 
(HIVP-RR) 
(ＰＥ) 

（注１-1） 
（注１-2） 
（注１-3） 

施工不可 
SGP-VS 
又は 
SGP-PS 

ＶＵ又はＶＰ又は 
REP-VU 
（ＣＰ) 
 （注２） 

ＶＵ又はＶＰ又は 
REP-VU 
（ＣＰ) 
（注２） 

― 

ＶＰ 
(HIVP) 

 屋外 埋設弁まわり 
      埋設立上がり 
      埋設振れ止め 

ＰＤ 
又はＶＤ 

 
― ― 

ＶＰ 
(HIVP) 

 屋外 露出 
  

ＳＵＳ 
(ＰＢ) 

又は(ＶＢ) 

 
ＳＵＳ 

(CUP-M(硬質)) 
（ＨＶＡ） 

 
SGP-白 

D-VA 
(VP)(注６) 
(SGP-白) 

D-VA 
(VP)(注６) 

SGP-白 
(D-VA) 

SGP-白 

 屋外 埋設 
 （建物から第１桝まで） ― ― ― 

ＶＰ 
(SGP-白) 

ＶＰ ― 

 屋内 土間埋設 ＰＤ 
ＶＤ 
ＳＵＳ 

(ＨＩＶＰ) 
（ＸＰＥＰ） 
（ＰＢＰ） 

施工不可 
SGP-VS 
又は 
SGP-PS 

ＶＰ 
又は 

ＲＦ-ＶＰ 
(SGP-白) 

ＶＰ 
又は 

ＲＦ-ＶＰ 

ＶＰ 
又は 

ＲＦ-ＶＰ 
(SGP-白) 
(D-VA) 

 屋内 ピット内 
      床下架空暗渠内 

ＳＵＳ 
(ＰＢ) 

又は(ＶＢ) 
（ＸＰＥＰ） 
（ＰＢＰ） 

ＳＵＳ 
CUP-M(硬質) 
(ＨＶＡ) 

（ＸＰＥＰ） 
（ＰＢＰ） 

SGP-白 

 屋内 天井内 
      木壁内 
      間仕切壁内 

FDVD 
VP 

RF－VP 
（D-VA) 
(SGP-白) 

FDVD 
VP 

RF－VP 
（D-VA) 
(SGP-白) 

FDVD 
(SGP-白) 
(D-VA) 
(VP) 

(RF-VP) 

 屋内 ｺﾝｸﾘｰﾄ壁・床貫通 
      ｺﾝｸﾘｰﾄ壁埋め込み 
      ｺﾝｸﾘｰﾄ床埋め込み 

ＰＢ 
又はＶＢ 
(PD又はVD) 
（ＳＵＳ） 
（ＸＰＥＰ） 
（ＰＢＰ） 

 屋内 パイプシャフト内 

ＳＵＳ 
(ＰＢ) 

又は(ＶＢ) 
（注３） 

 

ＳＵＳ 
CUP-M(硬質) 
(ＨＶＡ) 

 屋内 露出 SGP-白 
(D-VA) 

 衛生器具まわり 
― 

FDVD 
ＶＰ又は 
ＲＦ－ＶＰ 

FDVD 
ＶＰ又は 
ＲＦ－ＶＰ 

― ― 

 
 「表－１－(１)」内の注記は下記の通りとする。 

（注１-1）水道本管接続部，道路内配管及び直結給水50A以上は除く。地盤沈下地帯ではPPを使用する。 
（注１-2）国道（車道部）ではSUS波状管を使用する。 
（注１-3）75A以上の配管は第1止水栓まではDIP，第1止水栓以降はDIP(NS,GX)，HIVP-RRもしくはPEとする。 

  （注２） 公共下水道取付管は，CP又はVUとする。 
  （注３） 埋込洗浄管は，PB又はVBとする。 
  （注４） 圧力配管は特記による。 
  （注５） 防火区画を貫通する雑排水管，汚水管，通気管は耐火二層管を使用する。 
  （注６） VPを使用する場合の管種選択は，紫外線対策のため原則として下記による。 

ア 耐候性のあるもの。 
イ ア以外の場合，外面を保護カバー等で覆う。 

備 考  ・プール配管・厨房配管は特記による。 
表中略語 ・FDVD－耐火二層管 
     ・PE－水道配水用ポリエチレン管 
     ・XPEP－架橋ポリエチレン管 
     ・PBP－ポリブテン管 



表－2 

「表－１－(２)」用途別，施工箇所別，配管仕様一覧表 
（    ）内は，特記ある場合に使用すること。また，上段管種を優先とする。 

 

 

油 冷媒 空調ﾄﾞﾚﾝ 冷温水 冷却水 
 

蒸  気 
（注10) 

ガス 管(注７) 

都市ガス 
ＬＰＧ 

 屋外 埋設 

施工不可 施工不可 

ＶＵ又は 
ＶＰ又は 

ＲＥＰ-ＶＵ 

施工不可 
ＰＤ 
又は 
ＶＤ 

施工不可 

ＰＥ 
（ＰＬＶ） 
（ＰＬＳ又はＰＬ

Ｐ) 

 屋外 埋設弁まわり 
      埋設立上がり 
      埋設振れ止め 

 
ＰＬＶ 

ＬＳ又はＰＬ
Ｐ 

（ＰＥ） 

 屋外 露出 

ＳＧＰ-黒 ＣＵＰ-Ｒ 

ＶＰ（ｶﾗｰ） 
（注９） 
又は 

ＳＧＰ-白 

ＳＧＰ-白 
ＰＢ 
又は 
ＶＢ 

ＳＧＰ-黒 
ＰＬＶ 
又は 

ＳＧＰ－白 

 

 屋内 土間埋設 施工不可 施工不可 

ＶＰ 
ＲＦ-ＶＰ 

施工不可 
ＰＤ 
又は 
ＶＤ 

施工不可 
ＰＬＶ 

ＰＬＳ又はＰＬＰ 
（ＰＥ） 

 屋内 ピット内 
      床下架空暗渠内 

ＳＧＰ-黒 ＣＵＰ-Ｒ ＳＧＰ-白 
ＰＢ 
又は 
ＶＢ 

ＳＧＰ-黒 

ＰＬＶ 
（ＰＬＳ) 
（注８）  屋内 天井内 

      木壁内 
      間仕切壁内 

ＦＤＶＤ 
ＶＰ 

ＲＦ-ＶＰ 
 

結露防止層付
ﾄﾞﾚﾝ配管 

 屋内 ｺﾝｸﾘｰﾄ壁・床貫通 
      ｺﾝｸﾘｰﾄ壁埋め込み 
      ｺﾝｸﾘｰﾄ床埋め込み 

ＰＬＶ 

 屋内 パイプシャフト内 
ＰＬＶ 
又は 

ＳＧＰ－白 
（ＰＬＳ) 
（注８） 

 屋内 露出 

 衛生器具まわり 

― ― ― ― ― ― ― 

 
 「表－１－(２)」内の注記は下記の通りとする。 
  （注７）本表適用は呼び径80Aまでとし，呼び径100A以上の配管については，別途「仙台市ガス局装置工事仕様書」 

に基づいて検討する。 
  （注８）多湿箇所ではPLV又はPLSにて，ねじ接合とする。 
  （注９）ＶＰ（ｶﾗｰ）は耐候品とする。 
  （注10）圧力配管は特記による。 
 

備 考 1 空調ドレン管の保温の仕様は「表－２－（２）」の排水項目に準じる。なお、結露防止層付ﾄﾞﾚﾝ配管及
び耐火二層管（FDVD）は保温を施さない。 

 



表－3 

「表－２－(１)」衛生設備工事，保温・塗装・防食仕様一覧表 
 

      給       水     給        湯  
  消    火 

直結及び受水槽以前 受水槽以降 直結 受水槽以降 

 屋外 埋設 
 屋内 土間 

同右 
<備考２(７)（８）参照> 

防食-２(被覆継手) 
防食-３(被覆されていない継手） 
＜備考２（８）参照＞ 

  
 継手のみ防食－２ 

 屋外露出 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 ポリエチレンフィルム 
 ステンレス鋼板 
 <備考２(６)参照> 

 グラスウール（ロックウール） 
 鉄線 
 ポリエチレンフィルム 
 ステンレス鋼板 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 ポリエチレンフィルム 
 ステンレス鋼板 

 屋内露出 
 （一般居室 
   ・廊下） 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
合成樹脂製カバー 

 グラスウール（ロックウール） 
 鉄線 
 合成樹脂製カバー 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 合成樹脂カバー 

 屋内露出 
 （機械室 
  ・書庫 
  ・倉庫） 

硬質ウレタン 
フォーム保温材 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 アルミガラスクロス  硬質ウレタン 

 フォーム保温材 

 グラスウール(ロックウール) 
 鉄線 
 原紙 
 アルミガラスクロス 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 アルミガラスクロス 

 屋内隠蔽 
(ＰＳ内・天井内)  ＡＬＰＦ保温筒 

 ＡＬテープ 

 ＡＬＧＷ保温筒 
 (ＡＬＲＷ保温筒) 
 ＡＬテープ 

 ＡＬＰＦ保温筒 
 ＡＬテープ  屋内隠蔽 

 （空隙壁内） 
保温チューブ 保温チューブ 

 屋内コンクリート床埋込 
 屋内コンクリート壁埋込 

 保温チューブ 保温チューブ  保温チューブ 
 グラスウール(ロックウール) 
 鉄線 
 ポリエチレンフィルム 
 着色アルミガラスクロス 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 ポリエチレンフィルム 
 着色アルミガラスクロス  床下及び暗渠 

 ピット内 
 硬質ウレタン 
 フォーム保温材 

ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 ポリエチレンフィルム 
 着色アルミガラスクロス 

 硬質ウレタン 
 フォーム保温材 

 屋内多湿箇所露出 
 （浴室 
  ・厨房等）  ポリスチレンフォーム 

 粘着テープ 
 ポリエチレンフィルム 
 ステンレス鋼板 

 グラスウール（ロックウール） 
 鉄線 
 ポリエチレンフィルム 
 ステンレス鋼板 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 ポリエチレンフィルム 
 ステンレス鋼板 

 屋内多湿箇所の 
  隠蔽部，天井内 
     (厨房の天井内を除く) 

 保温厚 
 ポリスチレンフォーム 
 φ１００未満：＠２０ 
 φ１００以上：＠２５ 

 グラスウール＆ロックウール 
 φ１００未満：＠２０ 
 φ２００未満：＠２５ 
 φ２００以上：＠４０ 

 ポリスチレンフォーム 
 φ１００未満：＠２０ 
 φ１００以上：＠２５ 

 
  備考  １ 給水及び給湯，消火，排水用の露出配管及び多湿箇所の隠蔽部，天井配管で保温を行う呼び径65A以上及び 

フランジ接続部分の弁，ストレーナー等は，ビスなどにより容易に脱着できる金属製カバー（屋外及び屋内 
多湿箇所はSUS，その他はカラー亜鉛鉄板又は溶融アルミニウム亜鉛鉄板）による外装を施す。 

      ２ 保温，塗装，防食の仕様の説明は下記のとおりとする。 
       (1)無…………何もしない。 
        (2)防食－１…プラスチックテープ1/2重ね１回巻。 
        (3)防食－２…継手部分を中心にして30㎝程度の範囲にプラスチックテープ1/2重ね２回巻。 
        (4)防食－３…防食プライマーを塗布のうえ,防食テープ1/2重ね１回巻,更にプラスチックテープ1/2重ね１回巻。 
           継手などの部分は防食シートにより包み，更にプラスチックテープ1/2重ね１回巻。（SUS316を除く） 
       (5)分岐からメーターまでは水道局仕様とする。 
       (6)凍結防止用電熱線使用の場合で特記がない場合は，グラスウール又はロックウールによる保温とし，外装は設置

箇所による。 
       (7)地中埋設配管において，土被りを450㎜確保できない場合は保温を施す。 
       (8)SUS316の場合は，防食は不要とする。 
     ３ 表中略語 
        ・ALPF保温筒─アルミガラスクロス化粧ポリスチレンフォーム保温筒 
       ・ALGW保温筒─アルミガラスクロス化粧グラスウール保温筒 

・ALRW保温筒─アルミガラスクロス化粧ロックウール保温筒 
・ALテープ──アルミガラスクロス粘着テープ 
 



表－4 

 

「表－２－(２)」衛生設備工事，保温・塗装・防食仕様一覧表 
 

 排       水 

通 気 管 

ガ       ス 

一般管 
(汚水雑排,雨水) 

圧 送 管 都市ガス 
プロパンガス 
（ＬＰＧ） 

 屋外 埋設 
 屋内 土間 

 鋼管及び鉛管のみ 
 防食－１ 

防食－１  鋼管のみ 
 防食－１ 

 ガス局仕様 

 継手のみ 
 防食－１ 

 屋外露出  ＳＯＰ 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 ポリエチレンフィルム 
 ステンレス鋼板 

 ＳＯＰ  

 屋内露出 
 （一般居室 
   ・廊下） 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
合成樹脂製カバー 

 鋼管のみＳＯＰ 
白鋼管のみ 

 アルミニウムペイント 

 屋内露出 
 （機械室・書庫 
  ・倉庫） 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 アルミガラスクロス 

 屋内隠蔽 
 （ＰＳ内・天井内
   ・空隙壁内） 

 ＡＬＰＦ保温筒 
 ＡＬテープ 

 無  無 

 屋内コンクリート床埋込 
 屋内コンクリート壁埋込 

鋼管及び鉛管のみ 
防食－１ 

 鋼管のみ 
 防食－１ 

 防食－１ 

 床下及び暗渠 
 ピット内 

鉛管のみ 
 防食－１ 

 ポリスチレンフォーム 
 粘着テープ 
 ポリエチレンフィルム 
 着色アルミガラスクロス 

 無 

 無 

 屋内多湿箇所露出 
 （浴室・厨房等） ポリスチレンフォーム 

 粘着テープ 
 ポリエチレンフィルム 
 ステンレス鋼板 

 鋼管のみＳＯＰ 
 屋内多湿箇所の 
  隠蔽部，天井内 
(厨房の天井内を除く) 

 無 

 保温厚 
 ポリスチレンフォーム 
 φ１００未満：＠２０ 
 φ１００以上：＠２５ 

  

 
  備考  １ 表－2－（1）備考参照 

2 耐火二層管（FDVD）は保温を施さない。 

3 塗料のホルムアルデヒド放散量はF☆☆☆☆とする。



表－5 

「表－３－(１)」空気調和設備工事，保温・塗装・防食仕様一覧表 
 

                     配                 管 

温水管 
（膨張管含む） 

冷水・冷温水 
（膨張管含む） 

冷   媒 
(保温付被覆銅管) 冷 却 水 油 

 屋外 埋設 
 屋内 土間 

   防食-２(被覆継手) 

防食-３(被覆されていない継手           

 屋外露出 

 グラスウール（ロックウール） 
 鉄線 
 ポリエチレンフィルム 
 ステンレス鋼板 

合成樹脂製 
カバー 

ＳＯＰ 

 屋内露出 
 （一般居室 
   ・廊下） 

 グラスウール（ロックウール） 
 鉄線 
 ポリエチレンフィルム 
 合成樹脂製カバー 

 屋内露出 
 （機械室 
  ・書庫 
  ・倉庫） 

 グラスウール（ロックウール） 
 鉄線 
 ポリエチレンフィルム 
 原紙 
 アルミガラスクロス 

 屋内隠蔽 
 （ＰＳ内 
  ・天井内 
   ・空隙壁内） 

 ＡＬＧＷ保温筒 
 (ＡＬＲＷ保温筒) 
 ＡＬテープ 

 グラスウール 
（ロックウール） 
 鉄線 
 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｨﾙﾑ 
 ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ 

無  無 さび止め 

 屋内コンクリート床埋込 
 屋内コンクリート壁埋込 

 グラスウール（ロックウール） 
 鉄線 
 ポリエチレンフィルム 
 着色アルミガラスクロス 

 防食－１ 
さび止め 
  ＋ 
防食－１ 

 床下及び暗渠 
   ピット内 

無  無 さび止め２回 

 屋内多湿箇所露出 
 （浴室・厨房等） グラスウール（ロックウール） 

 鉄線 
 ポリエチレンフィルム 
 ステンレス鋼板 

合成樹脂製 
カバー 

ＳＯＰ 

 屋内多湿箇所の 
  隠蔽部，天井内 
(厨房の天井内を除く) 

無  無 さび止め 

 保温厚 

 グラスウール＆ロックウール 
 φ１００未満：＠２０ 
 φ２００未満：＠２５ 
 φ２００以上：＠４０ 

グラスウール＆ロックウール 
 φ３２未満：＠３０ 
 φ２５０未満：＠４０ 
 φ２５０以上：＠５０ 

 

  

 
  備考  １ 露出配管及び多湿箇所の隠蔽部，天井配管で保温を行う呼び径65A以上及びフランジ接続部分の弁，ストレーナー 

等は，ビスなどにより容易に脱着できる金属製カバー（屋外及び屋内多湿箇所はSUS，その他はカラー亜鉛鉄板 
(溶融アルミニウム亜鉛鉄板)）による外装を施す。 

     ２ 保温，塗装，防食の仕様の説明は下記のとおりとする。 
       (1)無…………何もしない。 
        (2)防食－１…プラスチックテープ1/2重ね１回巻。 
        (3)防食－２…継手部分を中心にして30㎝以内の範囲にプラスチックテープ1/2重ね２回巻。 
        (4)防食－３…防食プライマーを塗布のうえ,防食テープ1/2重ね１回巻,更にプラスチックテープ1/2重ね１回巻。 

継手などの部分は防食シートにより包み，更にプラスチックテープ1/2重ね１回巻。 
(5)塗料のホルムアルデヒド放散量はF☆☆☆☆とする。 

        (6)凍結防止用電熱線使用の場合は，グラスウール又はロックウールによる保温とし，外装は設置箇所による。 
       (7)地中埋設配管において，土被りを450㎜確保できない場合は保温を施す。 

３  温水管はポリエチレンフィルムを除く。  
     ４ 表中略語 
      ・ALPF保温筒─アルミガラスクロス化粧ポリスチレンフォーム保温筒 
     ・ALGW保温筒─アルミガラスクロス化粧グラスウール保温筒 

      ・ALRW保温筒─アルミガラスクロス化粧ロックウール保温筒／・ALテープ──アルミガラスクロス粘着テープ 



表－6 

「表－３－(２)」空気調和設備工事，保温・塗装・防食仕様一覧表 
 

 一 般 ダ ク ト  
   排気筒 

 

矩形ダクト スパイラルダクト 

 屋外 埋設 
 
 屋内 土間 

  

 

 屋外露出 

 グラスウール(ロックウール) 
 鋲 
 ポリエチレンフィルム 
 鉄線 
 ステンレス鋼板 

 グラスウール(ロックウール) 
 鉄線 
 ポリエチレンフィルム 
 鉄線 
 ステンレス鋼板 

 

 屋内露出 
 （一般居室 
   ・廊下） 

 グラスウール(ロックウール) 
 鋲 
 カラー亜鉛鉄板 

 グラスウール(ロックウール) 
 鉄線 
 カラー亜鉛鉄板 

 ロックウール 
 鉄線 
 ステンレス鋼板  屋内露出 

 （機械室 
  ・書庫 
  ・倉庫） 

 アルミガラス化粧 
   グラスウール 
 (アルミガラス化粧 
   ロックウール) 
 鋲 
 ＡＬテープ 

 アルミガラス化粧 
   グラスウール 
 (アルミガラス化粧 
   ロックウール) 
 ＡＬテープ  屋内隠蔽 

 （ＰＳ内 
  ・天井内 
   ・空隙壁内） 

ロックウール 
 鉄線 
 亀甲金網 

 屋内コンクリート床埋込 
 屋内コンクリート壁埋込 

  
 

 床下及び暗渠 
   ピット内 

  
 

 屋内多湿箇所露出 
 （浴室 
  ・厨房等） 

 グラスウール(ロックウール) 
 鋲 
 ポリエチレンフィルム 
 鉄線 
 ステンレス鋼板 

 グラスウール(ロックウール) 
 鉄線 
 ポリエチレンフィルム 
 鉄線 
 ステンレス鋼板 

 

 屋内多湿箇所の 
  隠蔽部，天井内 
(厨房の天井内を除く) 

  
 

 
 保温厚 

 グラスウール＆ロックウール 
   露出部：＠５０ 
   隠蔽部、機械室：＠２５ 

     ロックウール 
 

＜備考２ 参照＞ 

 
  備考  １  表中略語 
        ・ALテープ───アルミガラスクロス粘着テープ 
     ２ 消防用設備等設置基準等を基に所管消防署と協議し決定する。 
       レンジフードの排気ダクトで，可燃物から１ｍ以上の離隔をとれない場合，保温厚はロックウール＠５０とする。 
 


